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Ⅰ は じ め に
日本の企業間関係の特徴であった系列企業などの上下関係が徐々に崩壊し，さらにグロー
バル化や情報通信技術の進展により他の企業への外部委託やアウトソーシングや企業間の共
同開発などが活発化し，企業間関係の流動化が激しさを増している。中でも，企業間の共同
開発は，異業種，同業種を問わず，非常に積極的に行われている。これは，現在のグローバ
ル競争の下では，企業が一社単独では何もできないことに気付き，他の企業と連携すること
で活路を見出そうとする企業防衛策の一つと考えられる。
また，高度情報化社会は，従来の企業と顧客にあった情報の非対称性を解消し，顧客の声
が企業に比較的届きやすくなったため，企業と顧客との関係が変化している。コンシューマ
ーと呼ばれる顧客が，企業と一緒になって商品開発に参画するなど，企業と顧客とのコラボ
レーションも活発化している。一方，本当の顧客の声を探し出すのに苦闘する企業があり，
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逆に顧客の声を過信して新商品開発が企業破綻につながる場合も見られる。
本論文は，顧客を従来の単なる顧客ニーズに耳を傾けるだけの存在ではなく，顧客の持つ
味方と敵の二面性に注目し，顧客と企業の新しい関係構築を考察するものである。また，本
論文は，同業種企業を単なる競争相手と考えずに，市場を開拓する同盟者や仲間と考え，同
業種企業との協調関係の構築を検討し，さらに，今まで離れた存在であった異業種企業との
新しい企業間関係を考察する。すなわち，本論文は，異業種企業，同業種企業，顧客企業な
どの企業間関係が流動化する高度情報化社会において， 相互依存の企業間関係を構築する
ことの意味と役割を多面的に研究するものである。
Ⅱ 企業間関係の流動化
「孫子の謀攻」の中で,「彼（敵）を知り己を知れば百戦殆からず」とあるように，敵と
味方の両方の実力を知って戦えば何度戦っても負けない。しかし，味方に関する情報は比較
的多いが敵の情報は入手しにくく，まさに情報の語源である「敵情報告」が少ない状態で戦
・・
うことが多いのが現状である。一般的に，企業は入手しやすい自社の情報だけで重要な経営
判断を行い，その結果，誤った経営を行う場合が少なくない。
さらに，まったく新しい市場であるため，競合他社は存在しないと考える企業や本当の競
合他社が分からない企業が，その情報入手を怠り，経営に失敗する場合も珍しくない。ちな
みに，商品を製造する同業他社だけが敵ではない。たとえば，現在のトヨタ自動車の競合相
手は薄型テレビである。薄型テレビを買いお金がなくなったので，新しい自動車は買わずに
今所有している自動車の車検を取るようにしたと答える顧客が多いとの報告がある。すなわ
ち，トヨタ自動車の現在の競争相手は，ホンダやニッサンではなく，松下電器や日立製作の
などの電機会社であると言える。
また，電機会社の商品を販売してくれる味方と考えていた家電量販店のヤマダ電機がパソ
コン製造を開始し， 電機会社の強力な敵になり始めている。トヨタ自動車の系列会社であ
ったデンソーは，トヨタ自動車以外の自動車会社との共同研究を活発化させ，その取引額も
増加しており，今後ともトヨタ自動車の強い味方であり続ける保証はない。このように，今
まで味方であった流通業者や材料納入業者や商社や問屋や設備納入業者が敵に変身すること
は珍しいことではなく，自社商品の最大の理解者であった顧客が敵に急変する例や，味方と
考えていた自社の社員が競合他社に転職する例も少なくない。
逆に，ニッサンなどの系列の崩壊は，今まで系列外のため販売できなかった会社が，系列
外の新たな顧客を拡大させる機会を作り，従来の敵であった企業が味方になるチャンスを与
えることになった。
この高度情報化社会は，敵と味方の区別が不明瞭になることにより，一つの会社が敵の側
面と味方の側面を同時に有することが大きな特徴である。このように企業間の関係は激しく
流動しており，近時，その流動速度が加速している。これからの企業間関係は敵か味方かの
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従来の固定的な考えではなく，企業間関係を複眼的視野から検討する必要がある。
従来の日本企業における企業間関係は，親会社と子会社（下請会社）に見られる上下関係
が主体であったが，足元の低成長経済の下で下請取引が減少し，いわゆる企業の系列関係が
崩壊の危機に晒された。さらに，グローバルな企業競争の下で，ＥＭＳのような海外企業と
の水平分業や海外への生産工場の移転が進み，上下関係による企業間関係がほぼ消滅するに
至った。このように従来の企業間関係が流動化した結果，企業は生き残りをかけて，異業種
企業との共同研究開発や技術交流を活発化させ，異業種企業への外部委託やアウトソーシン
グも積極的に活用する企業が現れ，製造業でありながら他の企業に製造を委託するファブレ
ス企業も出現した。
これらは，企業間関係が従来の上下関係から水平関係に変化したと表現される場合が多い
が，それだけではなく縦横斜めを含めた全方位の企業間関係の流動化を意味しており，この
全方位的な企業間関係の構築が，日本企業の緊急課題になっていることを現している。すな
わち，異業種企業，同業種企業，顧客企業のすべての企業における企業間関係が流動化しお
り，今までのように異業種企業とは仲良く交流してノウハウを吸収し，同業種企業とは開発
や生産や販売や流通において競争し，顧客企業とはニーズの迅速な把握に努めるだけの関係
ではなくなったことを意味する。
ところで，企業活動を顧客中心に考える顧客志向や市場志向に異論はないが，一部の企業
に見られる顧客妄信は非常に危険であり，顧客が企業存亡の危機を招くことがあることを忘
れてはならない。たとえば，顧客が自社の新製品の情報を故意に競合他社へ遺漏して二社購
買を強制することや，顧客がその新製品を自ら製造することなどの顧客企業の裏切りがある。
また，顧客は性急で一方的な競合他社へのチャンネル切り替えや理不尽な値下げ要求や突然
の仕様変更などにより，注文が中断され，原材料や半製品や製品の在庫を増加させる原因に
なる場合がある。さらに，予告なしの顧客の海外移転や倒産の危険もある。顧客は常に味方
だけでなく，しばしば敵に変身すると言っても過言ではない。
このように，現代の企業経営は，類似の製品を製造する同業種企業が敵であり，異業種企
業とは協働するという固定的な観念で捉えるのではなく，味方の顧客と敵の顧客を見極めて，
異業種企業だけでなく同業種企業とも協働し，時には異業種企業とも戦うことを覚悟しなけ
ればならない複眼的視野を持った企業経営の実践が必須となっている。
しかし，企業がこの複眼的視野を手に入れることは容易ではなく，たとえ競合他社の情報
があっても，自社の研究者や技術者は敗北を認めず，自社の技術の方が優れていると主張す
るため，自社の立場に立った競合他社の情報は，歪曲されることが少なくない。競合他社や
顧客企業の情報を正確に入手し，それを公正にかつ客観的に情報解析してアクションに結び
つけることが大切であるが，一部の顧客企業の偏った意見や，たとえ正確な競合他社の情報
でも自社の従業員による偏見に満ちた情報解析により，判断を誤る経営者が少なくない。
企業は，必要なすべての情報を入手することは不可能であるが，中でも顧客と競合他社に
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関する正しい情報の入手と公正な情報解析に心がけ，自社の従業員の都合の良い解釈ではな
く，できれば第三者機関による情報解析もあわせて入手し，タイムリーに経営に活用するこ
とが大切である。
つまり，異業種や同業種の企業や顧客企業の情報を入手し，それらを複眼的視野の下で多
面的に研究することは，自社の置かれた立場や役割や企業ドメインを把握することになり，
自社のポジッションや弱点を見極め，企業間関係を再構築することに極めて有効である。
Ⅲ 異業種企業との関係構築
31 異業種企業との競争関係
今まで離れた存在であり，あまり注意を払わなかった異業種の企業との関係が変化し始め
ており，それぞれの異業種の企業が敵か味方かを見極めることさえも非常に難しくなってい
る。ここでは，異業種企業の競争関係の事例を取り上げ，その競争の内情を説明する。
家庭に燃料電池装置を付ければ，それぞれの家庭が都市ガスを燃料にした発電所に変身し，
電力会社からの電気の供給は不要になる。逆に，都市ガスを止めてオール電化にすれば，ガ
スの基本料金は不要になる。今やガス業界と電力業界は全面戦争の状態になっている。
診察と処方箋を担当する医師と調剤を担当する薬剤師が業務を分担する医薬分業は互いに
協調的であったが，製薬会社は医師を通さない大衆薬も製造しており，これを拡大すれば，
健康保険の３割負担から医師の診察を受けずに大衆薬だけが売り上げを伸ばし，医師を訪問
する患者の減少が予想されるため，医薬と医師は競争関係にあると言える。
また，情報のデジタル化は既存メディア業界と通信業界との競争を促進させ，中でもテレ
ビやラジオなどの放送業界とインターネット関連の通信業界との競争を激化させた。一日の
平均テレビ視聴時間が約３時間から約２時間の減少する反面，インターネットのアクセス時
間が約１時間に達しており，テレビとインターネットは競争関係になり，企業の広告方法も
テレビコマーシャルからインターネットのバナー広告へ移行する企業も多くなり始めている。
ちなみに，ライブドアとフジテレビ（ニッポン放送）とのＴＯＢ騒動は，インターネット通
信企業と既存メディア企業の間で，将来のメディア主導権の覇者を争う事件である。
また，インターネット配信が音楽ＣＤの売り上げを激減させる中で，エンターテイメント
や娯楽や芸術の発展は，まったく異なる業界の情報通信企業の手中にあると言っても過言で
はない。一方，エンターテイメント等の業界は，情報化時代の著作権を主張して，通信業界
に対抗しようとしている。
ところで，燃料電池自動車の実用化を目指す自動車業界と家庭発電用燃料電池の将来性に
かける電機会社の間で，主導権争いが激しくなっている。その理由は，自動車業界は量産効
果を最大化するために家庭発電用燃料電池の製造販売も念頭にあり，同様に，電機業界も燃
料電池自動車に興味があるため，激しい競争になっていると考えられる。
ナノテクノロジー開発では，電機業界，精密機器業界，化学業界，金属業界，化粧品業界，
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自動車業界，ガス業界，製薬業界，印刷業界のように，まったく異なる業界が主導権争いを
繰り広げている。
たとえば，電機業界では，ソニー，日本電気，富士通，日立製作所，東芝，松下電器，シ
ャープなどがナノテクノロジー開発に積極的であり，精密機器業界では，富士写真フイルム，
キヤノン，リコー，富士ゼロックスなどの企業が参加しており，化粧品業界では，ロレアル，
資生堂，カネボウ，ノエビア，花王などが活発に開発しており，自動車業界のトヨタ自動車，
本田技研，日産自動車などと，製薬業界の参天製薬，小林製薬，ファイザー製薬，藤沢薬品，
小野薬品などの極めて広範囲の異業種企業が，ナノテクノロジー開発という同じ土俵で激し
く競争している。
また，バイオ関連開発は，食品業界，製薬業界，化学業界，電子業界のみならず，医療や
農業も含めた非常に幅広い異業種の企業が主導権争奪戦を行っていることが特徴である。中
でも，積極的な企業は，味の素，三菱化学，武田薬品，住友化学，日立製作所，大塚製薬，
日本たばこ産業，東洋紡績，麒麟麦酒，キッコーマンなどであり，まったく異なる業界の企
業が同じバイオ関連開発で激しく競争している。
金融ビッグバンは銀行と証券会社と保険会社の壁をなくしたため，それぞれが競争関係に
なり，さらにトヨタによる自動車ローンと損害賠償保険などのトヨタファイナンスサービス
や，イトーヨーカ堂によるＩＹバンク銀行やソニー銀行のように異業種からの参入も多い。
また，書店と図書館の関係は，ベストセラーを数十冊購入する図書館に対し，書店の売り
上げを減少させるとの苦情が多く，敵対関係に移行し始めている。ゲームソフト制作会社と
中古ゲームソフト販売店の関係は，発売後半年以内に約半額で販売する中古ゲームソフト店
は新しいゲームソフト開発の意欲を減退させるとの理由から，訴訟にまで発展している。自
動車のカーナビとインターネットによる地図検索の登場は，従来の地図帳の需要を激減させ
たため，一部の地図帳の出版会社が倒産に追い込まれた。
このように，今までまったく関係がなかった異業種の企業と競争関係になる場合が増加し
ている。異業種企業であり関係がないと安心して，その情報収集を怠っていると最強の敵を
見過ごすことになる。異業種間の企業関係が流動化する現在，それぞれの異業種企業が敵か
味方かを炙り出すための情報管理が極めて重要になっている。
【異業種間企業との競争激化の理由】
 従来，異業種業界から隔離する業界の壁が存在していたが，構造改革による規制緩和
やインターネットなどによる情報革命により，その壁が崩壊した。その結果，業界間の
資金力や技術力の相違が鮮明になり，弱い業界が強い業界に飲み込まれる現象が起きて
いる。
 異業種が融合することにより，画期的なイノベーションの創造を模索する動きが活発
化し，さまざまな異業種グループが誕生し，そのグループ間の競争が激化した。
 異業種交流の中で，参加企業内の成果配分などで摩擦が生じ，敵対関係になる場合が
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多くなった。
32 異業種企業との協調関係
異業種間の企業が戦うのではなく，逆に，異業種間企業が相互依存を深め，その協調関係
を基礎に事業を拡大するビジネスモデルが活発化している。最近，一般的となった異業種企
業との交流は，それぞれの企業が相互補完を行い相乗効果を生み出すものである。とりわけ，
新規分野への事業展開に適しており，単なる情報共有だけではなく，共同研究，共同受注，
共同生産，共同販売などに発展する場合もある。
異業種の企業間連携は，経営資源の有効活用と顧客サービスの向上だけではく，自社のコ
アコンピタンスに集中できるメリットが大きい。この異業種の企業間連携には，自社で製造
する工場を持たず，生産をＥＭＳのような電気機器受託企業へ外部委託するファブレス企業
がある。その企業はミスミや任天堂のような成長の著しい企業が多く，他社の追随を許さな
い研究開発や製品デザイン企画に集中でき，さらに，社会や環境の変化に身軽に対応できる
メリットを有する。
また，アウトソーシングによる異業種の企業間連携が増加している。たとえば，セブンイ
レブンジャパンは，自社でホストコンピュータを所有せず，野村総研にアウトソーシングし
ており，高い維持費用がかかり２年経てば古くなるコンピュータを自前で持たないことは極
めてリーズナブルな経営手法と言える。
ただし，この異業種の企業間連携において最も大切なことは，コアテクノロジーは絶対に
外部委託せず，他社が追随できない技術やノウハウを培うことである。一般的に，アウトソ
ーシングによる異業種の企業間連携は，単なる外部委託からそれぞれのコアテクノロジーを
相互活用する企業間のコラボレーションへ発展する場合が多い。
最近のコンビニは異業種の企業間連携の博覧会になっている。コンビニでは，ネットを利
用した音楽のダウンロード，書籍の受け取り，ツアー旅行の申込み，ホテルの宿泊予約，航
空券や新幹線の予約，コンサートのチケット予約，ギフト商品や携帯電話の購入申込み，車
検や自動車販売の仲介サービス，レンタカー予約，英会話教室等の受講申込み，各種保険，
介護用品，産直商品等の購入も可能になった。
さらに，自宅で採取した尿や血液を医療機関に郵送して健康診断してもらう「郵便検診サ
ービス」もコンビニが扱っている。コンビニにある銀行のＡＴＭ現金自動預け払い機は，銀
行との企業間連携で生まれ，ローン（無担保少額貸付）サービスを始めたコンビニもあり，
キャッシュカードで支払えるデビットカードサービスも企業連携から生まれた。また，宅配
サービスや住民票の受け渡しがコンビニででき，スポーツ施設や公共施設の利用予約もコン
ビニの端末でできる。まさに，コンビニは異業種の企業間連携を最も活用しているビジネス
モデルであると言っても過言ではない。
ところで，ＳＣＭサプライチェーン・マネジメント1) は，原材料供給会社，部品製造会社，
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製品組立会社，運輸会社，倉庫会社，流通販売会社などの異業種の企業が，個々の企業の部
分最適ではなく，参加企業の全体最適を目的とする点から，異業種間企業における協調関係
と考えられる。中でも，製造者と販売業者が連携する製販同盟は，ＰＯＳデータによる販売
情報と製造者の製造情報の相互の共有化により，需要予測精度の向上，物流コストの削減，
在庫削減と迅速な新商品開発などを可能にしている。
たとえば，米国のディスカウントショップのウォルマート社と洗剤やパーソナルケア用品
を製造するＰ＆Ｇ社の企業間連携は，パンパースの在庫を減らし，品切れをなくすことで売
上を増大させた。メーカー，物流センター，店舗合わせて10週間分あった在庫が３週間分に
減少したとの報告がある。
ところで，テレビ付携帯電話はテレビを製造する家電業界と携帯電話を製造する精密機器
業界との協調関係から生まれたものであり，ハイブリッド自動車は発電機や蓄電池を製造す
る電機業界と自動車業界との協調関係から生まれたものであり，情報家電は電機業界と通信
業界との協調関係から生まれたものである。また，医学とコンピュータ解析の融合によりヒ
トゲノムが解明され，医療と工学の協調関係により高度なデジタル技術を応用した医療検査
技術が開発されている。
また，技術経営ＭＯＴは，工学と経営学を融合させ，技術シーズと市場ニーズを多面的に
捉えて経営戦略を考える手法であり，これも異なる学問の連携によるものであり今後の発展
が期待される。
ところで，レストランで食事をしてもホテルに宿泊してもレンタカーを借りても，飛行機
会社のマイレージが貯まる。このようにレストランとホテルとレンタカーと飛行機会社のよ
うに，まったく異なる業種が相互依存を強化するビジネスモデルが盛んに行われている。
ＪＲ東日本は2006年１月から携帯電話をＩＣカードのスイカとして使えるようにすると発
表した。スイカは駅の改札や売店だけでなく，家電量販店やコンビニで使用でき，まさに携
帯電話が財布になることを意味する。これは，鉄道や銀行や小売販売店などの異業種間の企
業提携が可能にしたものである。また，インターネットによるマーケットプレースは，さま
ざまな業種が同一場所で営業するが，互いの集客力を利用する異業種間の企業連携であると
考えられる。
このような異業種による企業間コラボレーションは，企業の相互補完を行い，相互依存を
深める新しいビジネスモデルであり，この異業種間企業の協調関係は今後ますます発展する
と考えられる。
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1）サプライチェーン・マネジメントは，企業取引先との受発注，在庫管理，原材料の手配，製品の配
送までの事業の川上から川下までをコンピュータを使って情報共有し，在庫削減やコストを図る経営
手法である。
Ⅳ 同業種企業との関係構築
41 同業種企業との競争関係
類似の製品やサービスを提供する同業種の企業は，同一市場で競合する敵の側面を持って
いる。この同業他社の情報の入手は容易ではないが，さまざまな方法で入手することが可能
であり，それらの情報を比較検討することにより情報の精度は向上する。
通常，十数年間の排他的独占権が得られる特許は，企業にとって大きな魅力であり，同業
他社に先を越されないように特許の出願競争は激しくなる。しかし，すべての特許は，出願
から１年半後，特許の成立とは無関係に強制的に一般に公開され，競合他社の目に触れると
ころとなる。そこで，企業は， 競合他社の特許内容を分析することにより，その経営戦略，
研究開発戦略，商品戦略などを知ることが可能になる。
競合他社の特許を解析する方法として，先ず，時系列変化を傾向管理し，時間的変化から
競合他社の経営戦略を炙り出すのが一般的である。さらに，詳細なテーマごとの特許マップ
を作成し，数回の特許検討会を経て，近い将来の商品戦略を予測する例が多い。中でも，そ
の特許マップは，分野別，製品別，技術別，設備別，部品別，原材料別，発明者別，共同出
願企業別，出願国別，優先権出願別などに整理する場合が多い。
これにより，競合他社の戦略的分野や次世代の新製品や新技術を発見でき，設備別と部品
別と原材料別特許マップから，競合他社のノウハウにしたい秘密情報を推測できる場合が少
なくない。また，発明者別特許マップや共同出願企業別特許マップは，プロジェクトメンバ
ーの構成から開発者の専門分野が判明し，さらに共同研究企業の開発分担などから開発目標
が明らかになるなど，競合他社の特許情報は，自社の商品開発戦略のためや技術提携などの
企業間関係の構築のための重要な情報となる場合が多い。
しかし，一部の企業では，故意に嘘のダミー特許出願で競合他社を欺き，競合他社の特許
分析を混乱させる場合があるので注意を要する。また，従来のように，発明すればなんでも
特許出願するのではなく，本当に大切な技術はあえて特許出願しない企業も出現し始めてい
る。
ところで，競合他社が発売した新製品は，即座に購入されリバースエンジニアリングによ
って，新技術や新商品の秘密情報を探し出されることは，覚悟しなければならない。たとえ
ば，自動車会社は，競合他社の新車を２台購入し，１台を部品に分解し，競合他社の技術進
歩やノウハウやコスト削減状況などの情報を入手する。残りの１台は乗り心地や走行性能を
評価するために使用されるのが一般的である。ソニーの愛玩ロボットであるアイボが発売さ
れたとき，外国の競合他社が同時に２つ購入したと報じられた。このように，新商品のリバ
ースエンジニアリングによる情報の漏洩は，必ず行われる前提で製品設計や新商品開発を行
う必要がある。
また，競合他社の原材料や部品を提供する納入業者から競合他社の貴重な情報を入手でき
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ることが多い。周期律表の発見で有名なメンデレーエフが，当時ロシアの敵国であったフラ
ンスが発明した無煙火薬の材料配合を，フランスの鉄道貨物の公開記録を参考にしたことは
良く知られている。一般的に，原材料や部品の変更で新商品が生まれる場合が多いが，逆に，
これらの納入業者から情報が遺漏する確率も高いことに注意を払う必要がある。
ちなみに，競合他社の内線電話帳や社員名簿は，秘密のプロジェクトの発足を知る重要な
情報源であるにもかかわらず，競合他社が比較的容易に入手可能である場合が多く，細心の
情報管理を徹底すべきである。
競合他社の情報の入手方法で最も有効なのが，競合他社をリストラされた退職社員からの
情報である。これらの社員は，会社に不満があるので貴重な情報が容易に入手できる場合が
少なくない。さらに，アルバイトやパート社員や派遣社員は競合他社の情報源になる可能性
が高く，これらの非正社員は会社への帰属意識がなく秘密遵守の意識が希薄なことから，比
較的容易に競合他社の情報をリークさせる場合が多い。
ところで，競合他社の問屋や商社や運送会社や倉庫会社から，競合他社の重要情報を入手
する場合が多い。倉庫会社の西宮冷蔵社長の内部告発のように，問屋や商社や運送会社や倉
庫会社は競合他社の重要情報を把握している場合が少なくない。また，競合他社の設備納入
業者からの情報は，競合他社の新設備の情報であり，新商品や新技術につながる重要情報で
ある。とりわけ，二社購買するときには競争入札に敗れた設備納入業者に守秘義務または次
の商談で配慮する旨を連絡し，知り得た情報の守秘を確認する必要がある。
また，競合他社の学会報告や技術論文やプレスリリースやパンフレットから意外な情報が
得られることがある。また，競合他社との共同研究先や競合他社の関連銀行や取扱商社や競
合他社の顧客は，極めて重要な情報が得られる場合が多い。しかし，逆に，自社の秘密情報
も競合他社へ遺漏している可能性も高いので注意を要する。東芝と米国レキサー社との共同
開発終了後の秘密情報の管理方法をめぐる訴訟事件2) は，この典型例と言える。
以上のように，同業種の企業との争いは，極めて激しい多面的な情報戦争を繰り返してお
り，この情報戦争に勝ち残ることが，競合するビジネスの勝者への近道であると考える。
42 同業種企業との協調関係
同じ業種で類似の製品を製造する他社は，自社にとって常に敵であると考えることは間違
いである。一社単独では何もできないことを良く知る企業は，あえて同業他社との協調を選
択する場合がある。これは，異業種企業に比べ，同業種企業が互いの事情を理解しており，
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2）(日経新聞 2005年３月26日）東芝は，フラッシュメモリー技術を巡り，米カリフォルニア州裁判所
が東芝に米社への総額488億円の賠償金支払いを命じた陪審団の評決に対し「評決は不当である」と
して対決姿勢を鮮明にした。東芝を訴えたのはメモリー製品を手がけるレキサー・メディア。東芝と
レキサーは1997～99年に資本提携しており，フラッシュメモリーの共同開発に取り組んだ。レキサー
はその間に東芝が自社の技術上の機密情報を不正取得し，提携解消後にライバル会社との合弁事業に
利用したなどと主張。これに対し東芝は「当社はフラッシュメモリー技術の発明企業であり，開発を
リードしてきた」などとコメント。技術の独自性を強調して徹底抗戦の構え。
共同開発や企業提携や共同生産などが成功する確率が高いことによる。
情報技術革新は，従来の一社単独で自主開発する研究開発方法ではなく，今まで敵であっ
た同業他社との共同開発を急増させる。たとえば，それは，電機業界が商品の数が多くなれ
ばなるほどその効用が高まるネットワーク外部効果やディファクト・スタンダードを意識し
なければならない商品が多いためである。
すなわち，電機業界では，情報家電や多機能携帯電話などネットワークを利用した情報機
器は，もし業界標準またはディファクト・スタンダードを獲得できないと，たとえ高品質で
低価格でもマーケットシェアを拡大できない場合が多く，一社単独の競争だけでなく同業他
社との連携も視野に入れた ｢競争的連携｣ を実践する場合が多いと考えられる。この企業間
連携による共同開発は，研究開発費の分担による開発費の削減や，共同開発による開発成功
確率の向上や，開発のスピードアップや，他社の特許やノウハウを安価にライセンスできる
などのメリットが大きく，企業間連携による共同開発費が，一社単独による自主開発に比べ
大幅に削減できる場合が多い3)。
さらに，企業間連携による共同開発を加速させる要因に，情報技術革新による商品機能の
融合がある。たとえば，エアコンや冷蔵庫にパソコン機能を付加したデジタル情報家電，イ
ンターネットやゲームやテレビの機能を付加した携帯電話，双方向性機能を付加した次世代
型テレビなどは，従来の概念で企業の一部門が商品を開発してもまったく意味がなく，企業
内および企業間の連携がなければ完成できない分野横断型商品である。
ところで,「他社に先行し過ぎる開発」や「他社が追随できない開発」による事業化で思
いがけなく失敗する企業が多い。これは，一社だけの開発商品に対して顧客が二の足を踏み，
その商品の購入を決断できなかったため，市場が拡大しなかったことが原因である場合が多
い。
この意味から同業他社は市場開拓の同盟軍であり，同じ目的を持つ仲間と考えられ，同業
他社が追随できない孤立無援の「独断専行型商品開発」は成功確率が極めて低いと言える。
しかし，他社よりも開発が遅れることは許されず,「他社より半歩だけ早い開発」がベスト
である。すなわち，同業他社が追随できない商品開発は，顧客も追随できないことを意味し,
「顧客を追い越してしまうスピード違反開発」と言わざるをえない。
しかし，商品開発の途中で，自社の開発速度が顧客を追い越していないか，同業他社より
遅れていないかは簡単には分からない。商品開発終了後の発売によりはじめて顧客の反応が
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3）(日経ビジネス 2005年３月28日）今までのソニーは，自社の固有技術を中心に自分たちの世界を作
り，ビジネスの土俵で主導権を取ろうとしていた。今後はハードもソフトもサービスも，基本的なス
タンスとしてオープン化を重視する。業界連携も積極的に進めていき，ソニーだけでしか適用しない
狭い世界は作らない。
日立製作所の庄山悦彦者社長談 日立製作所と松下電器との協業において，材料費や開発費に加え
て，特許などの知的財産についても，可能な範囲で共有化している。１社単独で今を乗り切るより，
その先を読んだから松下との強力な関係が必要だと判断しました。結果，新機種の開発にしても，ス
ピード感を持ってやっていけるようになる。協業という意味で，時代の先取りをしたつもりです。
分かるが，これでは企業の商品開発の無駄はあまりにも大きすぎる。そこで，商品開発途中
でも顧客の反応を予測できる唯一の手段があり，これが同業他社の動向から顧客の反応を予
測する方法である。
つまり，商品開発というマラソンを一緒に走るのは同業他社だけであり，顧客は商品開発
終了のゴールで待っているだけであり，開発途中で顧客の反応を観察しても何も分からない
が，同業他社の状況は比較的容易に入手できる。ちなみに，約２時間でゴールする場合は，
マラソンのゴールで多くの顧客が待っている可能性が高いが，４時間後にゴールしても誰も
歓迎してくれないだけでなく，逆に，１時間でマラソンを走って一人だけゴールしても，ゴ
ールで待ち構える顧客はほとんどいないのと同じである。
商品開発は，顧客の声だけでなく同業他社の動向をよく観察して，商品開発や商品発売の
タイミングを決定することが極めて大切であり，このときの同業他社は，商品開発の敵では
なく，むしろ仲間と考えるべきであり，この関係は同業種企業との協調関係と考えることが
できる。
次に，同業種間企業との協調関係のメリットを列挙する。
【同業種間企業との協調関係のメリット】
 有力な同業他社が味方になるため競争相手が減少する。また，模倣の可能性のある企
業との共同開発により，模倣リスクが低減する。
 商品やサービスの互換性向上による顧客サービスが向上し，業界標準やディファクト
・スタンダードの取得が容易になる。
 同業他社のノウハウや技術を習得でき，同業他社の優秀な人や自社では調達できない
能力を持つ人が活用できるため，実用化への時間を短縮できる。
 互いの得意技術を生かした機能融合型商品の迅速な開発が可能になり，シナジー効果
による創造的開発が促進される。
 開発リスクが軽減し，開発の成功確率が向上する。
 開発費の分担により開発コストを削減できる。
 外国企業に対抗するための日本企業連合を結成できる。
 ｢顧客を追い越してしまうスピード違反開発」を防止できる。
Ⅴ 顧客との関係構築
5	1 顧客との競争関係
顧客の声やニーズや要望に耳を傾け，それに従って製品やサービスを提供することが最も
大切であると良く言われる。しかし，顧客の要望は矛盾が多く，現実的でなく，製造不可能
である場合が少なくない。顧客のニーズは，空想であり理想であり夢であるが，実際に製造
すると非常にコストが高く，それだけ価格が高いのであれば要らないと言う顧客が多い。ま
た，顧客のニーズは，現実の世界から発想されたものであり，保守的で現状維持的であり進
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歩的ではない場合が多いため，顧客のニーズに適合した商品が市場を制することはあまりな
い。
たとえば，住宅展示場に若いカップルと老夫婦の４人が訪れ新築の二世帯住宅を希望した
が，それぞれの希望はまったく異なり，しかたなく建築家は４人の意見の折衷案で新居を建
築したが，４人すべてに評判が悪かった。一方，別の建築家は，４人から希望を聞いたが４
人の折衷案ではなく，建築家独自の意見に従った新居を造ったら，比較的評判が良かった。
すなわち，顧客の要望にできる限り応えることが常に良いのではなく，むしろ顧客の要望
に従わない方が顧客のためになる場合も多い。これは顧客の声は参考にすべき情報であるが，
絶対に応えなければならないものではないことを教えている。
顧客は，製品やサービスの専門家ではないので，その要求を具体的に表現できない場合が
多い。顧客の要望は，空想的，抽象的，感情的であり，移り気で気まぐれであるが，一方，
顧客の要望を受け止める企業は，現実的，具体的，理性的であり，固定的で融通が利かない。
商品開発において，顧客ニーズによる開発を優先すべきか，開発シーズによる開発を優先
すべきかが議論されるが，その答えは簡単ではない。顧客の要望に沿った商品開発が正しく，
顧客の要望に沿わない商品開発が常に正しくないとは言えない。
顧客の声を先取りし過ぎた商品開発の失敗，一部の顧客の声だけを優先しすぎた商品開発
の失敗，多数の顧客の意見を聞きすぎるあまり現状からの脱皮できず革新性を失った商品開
発の失敗などがあり，顧客の声が絶対ではないことは間違いない。しかし，顧客の声が常に
正しいとは限らないが，少なくとも企業の方向を示してくれる羅針盤の役目を持っているこ
とは確かである。
ところが，顧客の声を聞くとはいっても，実際には顧客は誰かという大きな問題に直面す
る。情報システム会社が，銀行のＡＴＭシステムの改造を担当するとき，銀行を顧客と考え
るか，ＡＴＭを使用する銀行の顧客を顧客と考えるかで顧客の声は大きく異なる。また，大
学の顧客は，学生と考えるか，授業料を支払う学生の親と考えるか，学生を就職で採用して
くれる企業と考えるかによって，顧客の声は大きく相違する。また，新薬開発における顧客
は，患者と考えるか，医者と考えるか，または介護している患者の家族と考えるかによって，
顧客の声はまったく異なったものになる。
少なくとも，顧客の声だけでなく,「顧客の顧客」の声までは耳を傾ける必要があると考
えられるが，顧客と「顧客の顧客」の声は異なる場合が多く，時には，それらがまったく相
容れず妥協点を見つけられない場合が少なくない。このように顧客の声を聞くことは容易な
ことではない。
また，顧客は自分のニーズを正確に言葉で表現できるとは限らない。ビールの「喉越し」
や「きれ味」は専門家でない消費者には感覚で分かっていても，それを具体的に表現するの
は難しい。また，携帯電話がなかった時に，携帯電話に電子メール機能やテレビ機能を装着
してほしいと言うことができる顧客は皆無であり，顧客の声には限界があることは間違いな
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い事実である。このように問題のある顧客の声に引きずられて企業が倒産した例も多い。
ハーバード大学クリステンセン教授の『イノベーションのジレンマ』において，顧客の声
に従う企業は問題があることを次の例で指摘している。14インチのＨＤＤ（ハード・ディス
ク・ドライブ）を作っている企業の顧客は，ＩＢＭのような大型コンピュータ・メーカーで
あり，その顧客の声は，安い価格で大量のデータを記録できることであった。一方，新しく
登場した８インチＨＤＤは小型ではあったが，14インチよりもコストでは劣っていた。顧客
である大型コンピュータ・メーカーが小型というメリットに興味を示さなかったため，顧客
の声に従い，その企業は８インチのＨＤＤの開発を軽視した。
しかし，８インチＨＤＤが小型であることを魅力だと考える顧客もあり，８インチＨＤＤ
は先ずミニコンピュータに採用され，その生産量が増加することにより，８インチＨＤＤは
安価になり，大型コンピュータの市場まで８インチＨＤＤが採用された。一方，顧客の声に
従ったため，14インチＨＤＤメーカーは８インチへの技術変化に乗り遅れ，取り返しの付か
ない失敗をしてしまった。このように顧客の声をまじめに聞く企業が失敗する例は少なくな
い。
ところで，顧客があるメーカーから説明を受けた新製品を直接そのメーカーから購入せず，
他のメーカーにその新製品情報を漏らし，類似の商品の製造を打診する場合は少なくない。
顧客は，たとえどんなに製品が優れていても，特定の企業からの一社購買は，購入価格の高
騰理由だけでなく供給の安定性などからも，二社購買への移行を望む。二社購買のための別
の製造企業が見つからないときは，顧客企業が自ら製造する場合もあり，企業は顧客がいつ
でも強敵に変身する覚悟が必要である。
また，環境問題から次世代の自動車が電気自動車になれば，トヨタ自動車などの自動車会
社が自動車を製造する意味は薄くなる。むしろ，発電機や蓄電池の製造技術を保有する電機
会社の方が，電気自動車の製造に適しており，電気部品を大量に購入してくれる顧客である
自動車会社を裏切り，近い将来，松下自動車や日立自動車が誕生する可能性もある。
このように，顧客企業との企業間関係が流動化する中では，顧客の持つ敵と味方の二面性
を甘受し，複眼的視野を持った経営により，細心で大胆な企業間関係の構築が必須となる。
52 顧客との協調関係
高度情報化社会では，買い手である顧客は製品情報を入手しやすくなるため，各社の製品
の比較検討から価格に敏感になり，売り手の製造会社に特別の仕様や特段のスペックを要求
し，製品やサービスの内容や価格や流通チャンネルやプロモーションにまで注文をつけるよ
うになる。つまり，高度情報化社会は，従来の顧客にあった情報の非対称性を解消し，顧客
の声が売り手である製造会社に主張されやすい環境を提供したと言える。
そこで，製造会社は，売る発想ではなく，顧客ニーズを感じ取り，それを満足させる製品
やサービスを提供することが必須となった。その顧客のニーズに応えるには，自社の技術や
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能力では限界があるため，企業は異業種や同業種を問わず，企業間コラボレーションを積極
的に展開している。
さらに，高度情報化社会は売り手と買い手の区別を不明瞭なものとした。売り手の製造会
社が自ら製造せず他の製造会社から買うファブレス企業になる場合や，買い手である顧客が
売り手の製造会社と共同して製造するプロシューマーになる場合も多い。
ところで，これからの企業経営では，顧客との協調関係だけでなく，今は顧客ではないノ
ンカスタマー4) との協調関係が極めて大切になる。企業活動において顧客情報が大切である
ことは議論の余地がないが，本当の顧客情報は，ノンカスタマーが握っている場合が多い。
将来の市場拡大や販売シェア向上のためには，現在は他社製品を購入し自社製品を購入して
いないノンカスタマーの情報が欠かせない。
しかし，他社の製品を購入する人に，何故，自社の製品を購入しないのかを質問しても，
その質問が自社製品への拒絶反応をさらに強めることになるとの理由から，このような質問
やアンケートは行われない場合が多い。たとえ，このような質問やヒヤリングが行われても，
正確な情報が経営者に直接報告されることはない。その理由は，ノンカスタマーが購入して
いる他社製品の優秀性と自社製品の弱点を強調するアンケート内容になることが間違いない
ためである。つまり，これは，自分が頑張って商品の開発や製造をしているにもかかわらず，
商品知識の少ない顧客が自分の製品の弱点を述べることが耐えられないのであり，とりわけ
成果主義を実践する企業では，自社に都合の悪いノンカスタマー情報が生き残ることができ
ないのは自明である。
さらに，ノンカスタマーからの情報の入手は顧客情報よりも難しいため，顧客情報で代替
する場合が多い。しかし，顧客とノンカスタマーは，異なる理由があって，購買有無を決定
しているにもかかわらず，一般的に，顧客情報だけに頼って新商品の開発や生産や販売を決
定するため，新商品の投入が新しい市場を創造せず，既存顧客だけの従来製品からの買い替
えになってしまう場合が多い。このように，ノンカスタマーとの協調関係の構築は，企業発
展に不可欠なものとなっている。
ところで，顧客とのコラボレーションを行うには，先ず顧客を理解することが必要となる。
そのために，20％80％ルール，ＲＦＭ分析，データベースマーケティングなどの手法が考え
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4）ＰＦドラッカー著、上田惇生訳「ネクスト・ソサエティ」ダイヤモンド社 2002年５月われわれは
外の世界を知らない。たとえ業界リーダーの地位を占めても，同種の財やサービスを購入している人
たちの過半は自社の顧客ではない。あらゆる組織にとって，もっとも重要な情報は，顧客ではなくノ
ンカスタマーについてのものである。変化が起こるのは，ノンカスタマーの世界においてである。
アメリカのデパートは絶滅の危機に瀕している。これはなぜだろう。1980年代まで小売市場の28％
という抜きんでたシェアを誇っていたデパートは顧客の情報をしっかりつかんでいた。しかし，72％
のノンカスタマーには関心をもたず，何の情報も持たなかった。すなわち，新しい豊かな消費者層が
デパートへ来ていないことに関心を持たなかった。1980年代の終わりにはそのノンカスタマーが買い
物傾向を左右する層となったがデパートは変化に気づかなかったのである。このことから判ることは，
あらゆる組織にとってもっとも重要な情報は，ノンカスタマーについてのものである。変化が起こる
のはノンカスタマーの世界である。
られている。20％80％ルールは，売上の80％や利益の80％を生み出す20％の顧客に販売努力
を集中するために，売上と利益で顧客をランク付けする手法である。優秀な販売員は，最良
の20％の顧客に，その時間の80％を使い，大量に買ってくれる少数の顧客のためだけに時間
を費やし製品の販売量を伸ばす。しかし，これは，当面の利益を確保するための手法であり，
置き去りにされた80％の顧客の声はさらに小さくなる。
ＲＦＭ分析5) は，誰が一番最近買い物に来た顧客か，頻繁に来店する顧客は誰か，一番お
金を使ってくれている顧客は誰か，の３点から分析する手法であり，データベースマーケテ
ィングは，顧客の属性や購買実績をデータベースに記録して顧客ごとに分類し，それぞれの
顧客に合ったサービスを提供するマーケティング方法であり，その目的は過去に商品を購入
した既存の顧客を継続的に管理し，顧客あたりの購入額を増やすことにある。このような手
段は，顧客をマクロに知ることは可能であるが，それぞれの顧客を本当に理解するには不十
分である。
たとえば，ラーメン屋で「スープが美味しかった」という顧客アンケート用紙に○を付け
てもらう方法よりも,「スープを飲み干している」という事実の方が，顧客を正しく理解で
きることと同じである。さらに，企業が顧客を理解するためには，先ず企業が顧客に理解し
てもらう必要がある。この企業と顧客との相互理解は，たとえばサッカーのサポーターのよ
うに顧客が企業の熱狂的なファンになり，企業も顧客を家族同様に考えるまで理解し会えば，
必ず感動的で魅力的な商品やサービスが提供できると考えられる。このような顧客と企業と
の関係構築こそが，企業経営の究極の目標と言える。
Ⅵ 最近の企業間連携
情報通信技術は，企業内の情報共有化を促進しただけでなく，企業間，産業間の情報共有
化を飛躍的に向上した結果，それぞれの既存の壁を崩壊させ，共同生産や技術提携やテレワ
ークや海外委託やアウトソーシングなどの企業間連携を活発化した。また，顧客ニーズの的
確な把握，タイムリーな新製品開発，迅速な商品配送などは，今までは一企業だけの努力で
は限界があったが，インターネットなどの情報通信技術を活用した製造業，流通業，小売業
などの企業間連携（企業間コラボレーション）が飛躍的に発展した結果，比較的容易に行え
るようになった。
情報技術革新による企業間連携は，従来分離していた調達，生産，物流，販売などの企業
間の連携だけでなく，今までの考えでは協力することはあまり考えられなかった新商品の研
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5）リセンシー（Recency）は，顧客が最後に商品を購入した日を判断材料とするもので，最近購入し
た顧客のほうが何年も前に購入した顧客より良い顧客と考える。フリークエンシー（Frequency）は，
顧客がどの程度頻繁に購入してくれたかを判断材料とするもので，頻度が高いほど良い顧客と考える。
マネタリー（Monetary）は，顧客の購買金額の合計が大きいほど良い顧客と考える。たとえば，Ｒ
のランクが低ければＦやＭのランクが高くても他社に奪われている可能性が高い。Ｒのランクが同じ
ならＦのランクが高いほど常連顧客になる。Ｆのランクが低くＭが高い顧客はＲの高いほうが良い顧
客になる。Ｆのランクが上がらないか下がっている顧客は他社に奪われている可能性が高い。
究開発にも及んでいる。これは，情報技術革新がすべてをネットワークで融合させ，情報共
有化や連携強化を基本概念としているためである。
このように情報通信技術は，顧客や製品に関する情報を社員が共有するため，営業支援や
顧客サービスの向上に効果があり，同一企業の社内だけでなく，受注データを販売会社とメ
ーカーが共有するなどの企業を超えた情報共有にも極めて有効である。情報技術の進歩は，
同業種，異業種を問わず，複数企業間における情報共有を飛躍的に向上させることにより，
企業の連携や協力関係を強化している。
中でも，サプライヤーとリテ－ルとの製販連携（製販コラボレーション）は一般化してお
り，リテールがサプライヤーに売り上げ，在庫，納品精度，予測精度，個店情報を提供し，
逆にサプライヤーが価格，品揃え，プロモーションの提案などをリテールに提供する互恵関
係を誕生させた。この企業間連携により，サプライヤーは生産計画や在庫管理の精度が高ま
り，リテールは店舗納品時の欠品率の低下，配送センターの在庫率減少，デッドストックの
発生や販売機会損失を減少させることが可能になった。この企業間連携は，生産や販売にと
どまらず，原材料や部品の調達企業と生産企業との連携や，物流業者と生産者との連携に発
展しており，サードパーティー・ロジスティックス３ＰＬに発展する場合も多い。
企業間の連携に関する情報システムは，受発注，在庫，決済に関する情報を企業間でオン
ラインを利用して情報交換するＥＤＩと，製造業の設計，生産，調達，販売，流通に関する
標準化された情報を交換するＣＡＬＳがある。ＥＤＩとＣＡＬＳは，企業間（B to B）での
取引であり，一方，電子商取引は，企業と消費者（B to C）の取引も含む。
2003年の企業間の電子商取引額は77兆円であり，中でも好業績である自動車業界（28兆円，
電子商取引割合57％）や電子・情報関連業界（24兆円，電子商取引割合45％）は電子商取引
に積極的である。
このように企業間連携は，同業種，異業種を問わず，企業間の共同開発や情報共有により
イノベーションの効率を飛躍的に高め，新製品開発，コスト削減や付加価値の創出などの成
果に結びつく例が多く，今後，あらゆる分野で企業間連携が実施される可能性が高い。
Ⅶ 相互依存の企業間関係の構築
昆虫は花の蜜を集め，おしべからめしべに花粉を運搬する。花は運搬に適した構造を備え
ており，昆虫も花粉を後足にたっぷり付着させる構造になっている。この花と昆虫の関係は，
支配や従属の関係ではなく，対等な相互依存の関係であり，企業間関係の理想の姿と言える。
昆虫は地球のあらゆる場所で見られ，古生代から生息する生き物であるが，その主要な特
徴は２つある。一つ目は幼虫，さなぎ，成虫と成長のたびに変態することであり，二つ目は
明暗だけしか分からない単眼ではなく物の動きが分かる複眼を持っていることである。
昆虫と現代企業は類似性が高く，企業は環境変化に対応して企業自体を変革（変態）する
ことが求められており，さらに，この情報化社会において正確で多面的な判断ができる複眼
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的視野を持つことが必須条件になっている。すなわち，現代の企業は「花と昆虫の関係」の
ように，環境変化に対応する変革（変態）やイノベーションが容易に行え，同業種や異業種
の他社と競争するだけでなく協調関係も構築できる複眼的視野を持たなければならない。
換言すれば，企業は，他の企業や顧客に対し資金や情報（蜜や花粉）を単に提供するだけ
でなく，昆虫のような「変革と複眼的視野」を活用して，他の企業や顧客に適応した新しい
企業に生まれ変わる努力が必要である。まさに，企業は他の企業や顧客との関係において
「花と昆虫の関係」つまり「相互依存を重視した企業間関係」を構築することが，永遠に生
き続ける唯一無二の方法であると確信する。
そこで，味方と敵の側面が共存する顧客企業の多面性を見極め，ときには同業種企業と協
働し，ときには異業種企業と戦う複眼的経営による企業間関係の構築が極めて重要であると
考えられる。この企業間関係の構築に成功した企業と失敗した企業には，大きな企業間格差
が待っており，従来の「スタンドアローン型の経営戦略」から「相互依存重視のネットワー
ク型経営戦略」に変換できない企業に明るい未来はないと断言できる。
Ⅷ ま と め
 異業種企業である放送業界と通信業界のメディア争奪戦に始まり，燃料電池開発では
自動車会社と電機会社が衝突し，ナノテク開発では電機業界と化学業界と化粧品業界と
自動車業界とガス業界と製薬業界が主導権争いを行い，異業種間企業の競争が激しくな
っている。
 ファブレスやアウトソーシングやＳＣＭなどの普及により，異業種企業との企業連携
が活発になっており，中でもコンビニは，ツアー旅行の申込み，ホテルの宿泊予約，航
空券や新幹線の予約，コンサートのチケット予約，車検や自動車販売の仲介サービス，
レンタカー予約，各種保険の申し込み，銀行ＡＴＭの設置，住民票の受け渡しなどが可
能であり，まさにコンビニは異業種の企業間連携を最も活用しているビジネスモデルで
あると言える。
 同業他社の情報を入手するためには，特許分析や製品のリバースエンジニアリングだ
けでなく，同業他社の原材料の納入業者や設備納入業者や問屋や商社や運送会社や倉庫
会社から重要な情報が入手できる場合が多い。
 商品開発は，顧客の声だけでなく同業他社の動向をよく観察して，商品開発や商品発
売のタイミングを決定することが極めて大切であり，このときの同業他社は，商品開発
の敵ではなく，むしろ仲間と考えるべきである。これにより ｢顧客を追い越してしまう
スピード違反開発｣ を防止することができる。
 客の声だけでなく,「顧客の顧客」の声までは耳を傾ける必要があると考えられるが，
顧客と「顧客の顧客」の声は異なる場合が多く，時には，それらがまったく相容れず妥
協点を見つけられない場合が少なくない。
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 本当の顧客情報は，ノンカスタマーが握っている場合が多い。顧客だけでなくノンカ
スタマーとの協調関係の構築が不可欠である。
 顧客企業との企業間関係が流動化する中では，顧客の持つ敵と味方の二面性を甘受し，
複眼的視野を持った経営により，細心で大胆な企業間関係の構築が必須となる。
 企業は他の企業や顧客との関係において,「相互依存を重視した企業間関係」を構築
することが大切であり，従来の「スタンドアローン型の経営戦略」から「相互依存重視
のネットワーク型経営戦略」に変換することを提案した。
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Mobilization of the Relationship between Enterprises and the
Construction of the Relationship between Enterprises
Hiroshi MURAYAMA
This paper is studied about the mobilization of the relationship between enterprises and the
construction of the relationship between enterprises. The following conclusions were reached.
(1) The broadcasting and telecommunications industries are competing for leadership. Another
example of competing technologies is that among fuel-cell and electric-motor developers. In
similar fashion, several diverse industries, such as those involved in electro-mechanics,
chemicals, cosmetics, vehicle manufacturing, gas production, and medicine, are all competing
for nanotechnology advantages. All such industries are in serious competition with one
another in Japan.
(2) The cooperation of companies conducting different types of businesses is currently quite
active. Japanese convenience stores have used cooperation among diverse enterprises to
their advantage.
(3) Reverse engineering of new products and patent analysis are effective means of obtaining
competitive information. Vendors of raw material and equipment, wholesalers, trading and
carrying companies, and warehouse businesses leak important information obtained from
their customers.
(4) For successful product development, it is necessary to observe the customers as well as the
competitors. In other words, the competitors are friends for successful product development.
It is very necessary to listen to not only customer’s voice but also the customer’s voice of
the customer.
(5) An enterprise can build a relationship with other enterprises on the basis of the idea of
interdependence.
Key words: relationship of enterprise, customer’s voice, interdependence, competitor
